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て い る もの とは ま っ た く異な る教育の 現

実が教室で 生み 出され て い る こ とを明 ら

か に して きた 。 教育の そ うい っ た豊か な

現実を見 る こ とを脇に 置い て ， 特定の教

育の 成果を評定する こ とが ， はた して著

者 の 提 唱す る 《実践の た めの 教育社会

学》に おい て真に有効な もの とい え るの

だろ うか 。 教 育現象の 反省の 学た る教育

社会学 は ， 教育 と して 営まれ ， そ こ で

刻 々 と生起 して い る現実を対象化 し， あ

る種の 教育が 生み 出 した現実ばか りで な

■　書 評　■

〈， 当の 教育その もの をも相対化す る 2

っ の ま なざ しを期待 されて い る 。 《教室

の 社会学＞＞もそ の 課題 を抱え て 今 日 に

至 っ て い る 。 著者もその こ とは十分承知

して い るはずで あ る。 長 く 《教室の 社会

学》を リ
ー

ドして きた著者が，本書の 中

で 自身が到達 した答えを提示 して くれ た

な ら，後に続 く若手研究者 も大 い にカづ

けられた に違い な い と思 うの だが 。
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　 これ まで 第 2次産業に おける労働研究

は，い わ ゆ る重化学工 業に つ い て の 調査

を 中心 に して そ の 研究が 蓄積 され て き

た 。 経済成長 の 牽 引役 を果 た した造 船

業， 鉄鋼業 ， 国際競争の 尖兵とな っ た自

動車産業，電機 ・電子産 業に 多 くの 労働

問題研究者が 関心を寄せ た 。 産業教育，

企業内教育研究者の 場合 も同様で あ る 。

それ に対 して建設労働の 研究は厚 い 研究

者層を もっ て い な い 。 その よ うな状況の

もとで ， 著者は 70年代か ら地道な実証研

究を つ づ けて こ られ た 。 本書はその 集大

成で あ る。

　 本書 は ， 第
一

部　建設業の 合理 化 と

「能 力開発」， 第二 部　建設 業の 労 働 市

場，第三 部　鉄鋼業 と建設労働 者の 3

部，そ して 序論 と終章に よ っ て 構成 され

て い る 。 まず ，各部の叙述の 内容を要約

した い
。

　第一部で は地下鉄 の シ
ー

ル ド工 事 とい

う大規模 な町丁場現場を対象に して ，そ

の 生産過 程 と労働過程を子細に分析 して

い る。 80年代 に は ME 機 器 が 導入 さ

れ，部分的に ライ ン化がすすん だ職場で

は自勤化 と連続化がすすん で い るが， こ

れ は シール ド機系統とプ ラ ン ト系統 に限

られ立坑系統の 連続化 はなお不十分で あ

る。 シ
ー

ル ド工事現場で は
一

般的見解に

反 して ， 半熟練工 を中心 とす る多様な職

種が様 々 な熟練 を形成 して い るこ とが 明

らかにされ て い る 。 シ
ール ドエ を主体 と

す る技能序列 ・職務序列が形成 されて い

るが ， 集団的熟練が多様で 標準化で きに

くい仕事の 協業に よ っ て 成立 して い るた

め，標準化 と単純化 は徹底 され て い な

い 。
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　また大手ゼ ネコ ン職員を頂点 とす る一

次下請 ，
二 次下請の責任施工体制， 雇用

・ 安全面 の 下請責任 体制が 定着 して い

る 。 OJT と OFF −JT に よ る技能教育の

うち，後者で は技能資格取得が奨励 され

るよ うに な っ た （と くに 1972年 の 安全衛

生法の 制定 と80年代前半の 下請企業 〔連

業者〕評価制度の 導入以 降）。 安全教育

も安全衛生法 に よ り，強調 され るよ うに

な っ た 。 建設業の TQC 運 動は，7 年後

半か ら大手ゼ ネ コ ンを 中心 に活発化 した

が，下請企業に 対する トッ プダ ウ ン方式

の 色彩が濃く，多 くの 面で定着の 困難性

を抱え て い る 。

　第二部で は専業出稼者を対象に して ，

建設労働市場の構造と くに 不熟練労 働市

場の 特徴が 描か れ る。 そ の 重 要 な特徴

は，建設労働市場 （出稼労働市場）が，

他の 産業の 不安定雇用労働市場と共通 し

て い る こ とで あ る 。
こ の 特徴が 建設労働

市場の あ り方を少なか らず規定す るとと

もに建設 出稼者の 生活や労働に 影響を与

え る 。 さ らに 諸条件の 変化に伴 っ て 建設

労働市場 とその 市場を移動する建設出稼

者 も変容す る 。 その 変容は次の 諸点 に認

め られ る 。 まず，か つ て の 建設機械の 導

入を通 して の 生産手段や技術の 変化 に

よ っ て ，旧来の 土工 の 熟練 （習熟）度は

喪失 したが ，そ の 後の 工 法の 変化に よ

り， 重筋労働は激減 して ， 複数の 作業を

こ なす土工 が 出現する 。 こ の 新 しい 型の

土工の 熟練習得の ため に は ， 技能資格の

習得 や短 期職 業訓 練が 有効 な手段 とな

る。
っ い で 労働市場の 範囲の 拡大が あげ

られ る。 講査対象地 とな っ た熊石町の建

設 出稼労働者の 労働市場 は60年代初頭 に

書　評

は江差職安管内に 限定され て い たが ， 60

年代後半に は北海道全域へ
， そ して 70年

以降は全国に 拡大 した 。 さ らに 出稼者の

多い 地域で は ， 職業清報が 収集 しやす く

な り，情報提供 者を リーダー とす る グ

ル ープが作 られ る 。 か つ て の 「親方一子

方」 的な 「保証」 体制か ら，同郷の 出稼

グル ープに よ る相互扶助 「保証 1 体制に

代わ っ て きた 。

　 こ の 他，建設出稼労働者の 賃金水準，

「一家総稼動型 」 の 労働な どに っ い て詳

細な分析が試み られて い る 。 さ らに 函館

地域の 建設技能工 の 労働市場を分析した

箇所で は ， 造船離職者の 建設業へ の 流入

・再就職者の うち ， 社会的に 通用す る関

連技能の 保持者ほど労働移動率が高 い こ

とが報告され て い る。

　 第三 部 は，鉄鋼業の 工 事請負企業 （建

設社外企業）を対象 に，整備部門の 下請

化に 伴 う労働力の 編成替え，「 1 業種 1

社制」 を目指す工 事請負企業の再編成 ，

A 製鉄業の 工 事請負企業に 対す る管理政

策 ， 工 事請負企業の 能力主 義管理 や教育

訓練の 分析に あて られて い る。 建設社外

企業で あるが ，鉄鋼企業の 工 事請負企業

で あ るため ，電気
・機械関係の点検修理

とい っ た整備作業を請負 っ て い る こ と ，

当該鉄鋼企業 の 出向者を受 けい れ て い る

こ と，同鉄鋼企業の 能力主義管理を導入

して い る こ とに よ っ て ，建設社外企業

は ， 他の 建設企業と多 くの 点で 異な っ た

特徴を も っ て い る 。

　 本文だけで 410頁を超え る大部の 著作

で あ るため ，以上の 要 約で は簡単に 過 ぎ

るきらい がある 。 その こ とを前提に して

以下で は著干の コ メ ン トを叙述す る。 第
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